様式第１号（第５条関係）
年　　月　　日
（申請先）土浦市長
り災証明書交付申請書
土浦市り災証明書等交付要綱第５条第１項の規定により、以下のとおり申請します。
	申請者 
（り災者） 
	住所：
電話番号：

	
	（現在の連絡先） ※ 日中連絡が取りやすい電話番号を記載してください。
住所：
電話番号：

	
	フリガナ：　　　　　　　　
氏名：　　　　　　

	
	生年月日：　　　　　　　　　　年　　　　月　　　　日

	
	メールアドレス：



	り災世帯
構成員 

※り災建物に居住している場合のみ記載。貸家（貸している家）を除く。
	氏名 
	続柄 
	氏名 
	続柄 
	氏名 
	続柄 

	
	 
	世帯主 
	 
	 
	 
	 

	
	 
	 
	 
	 
	 
	 

	
	 
	 
	 
	 
	 
	 


 
	り災原因 
	り災年月日　　　　　　　　　　　年　　　　月　　　　日

	
	り災原因 
□地震  □台風  □洪水  □豪雨  □暴風  □竜巻  □その他（           　　　　          ） 


 
	被災住家 

※ 住家とは、現実に居住（世帯が生活の本拠として日常的に使用していることをいう。）のために使用している建物のこと。
 
	所在地： 
　　　土浦市

	
	□木造・プレハブ  □非木造 

	
	□持家  □貸家（貸している家）  □借家（借りている家） 
アパート等の名称・室番号（                                                  ）※省略不可

	
	被害
状況 
	浸水被害 
	□床上浸水  □床下浸水  □浸水被害なし 

	
	
	建物の損壊 
	□屋根  □基礎  □柱  □天井  □外壁  □内壁  □建具  □床 

	
	
	その他 
	（                                             　　　　　　　　         ） 


 
	調査 
	調査番号 
	□あり （調査番号:              ） 
□なし 

※ 調査済証が手元にある場合は、「あり」を選択し、調査番号を記入してください。 

	
	希望する
調査方法 
	□現地調査 ※「調査への立会希望」も記載してください。 
□自己判定方式（現地調査を行わないことに同意します。） 
※ 自己判定方式を希望する場合は、被害状況がわかる写真を必ず添付してください。 
※ 自己判定方式の場合は、原則、写真での判定となります。現地調査は行いません。

	
	調査への
立会希望 
	□希望する 
□希望しない 
※詳細なり災区分の判定（半壊等）を希望する場合は、調査への立会いが必要です。
※立会いを希望していても、災害の規模によっては、立会い不要の調査を優先する場合があります。 
※希望の有無に関わらず、立会いが必要な場合は、調査実施日時を調整するため、連絡することが
あります。



	証明書交付希望通数 
	通 ※ 最大５通 

	証明書使用目的 
	□保険請求  □融資  □税控除  □会社提出  □各種公的支援申請 
□その他（      　   　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	申請者（り災者）の同意確認
	必須 
	□同意します 
	り災証明書交付申請の事務手続を処理するために限り、申請書に記載のある者全ての住民基本台帳関係情報及び地方税関係情報を必要に応じて取得すること。

	
	
	□同意します 
	本申請に基づき交付したり災証明書について、自治体が行う各種支援業務の事務手続を処理する際に、必要に応じて確認し、利用すること。 

	
	選択 
	□同意します 
□同意しません 
	申請書に添付された写真について、災害に関する広報や被害状況の説明資料等に二次利用すること。 

	
	同意する者の署名
（自署に限る。）
	氏名: 　　　　　　             　氏名: 　　　　　　             
氏名: 　　　　　　             　氏名: 　　　　　　             
氏名: 　　　　　　             　氏名: 　　　　　　             
氏名: 　　　　　　             　氏名: 　　　　　　             
氏名: 　　　　　　             

	り災証明書
の郵送 
	□希望します。　□ 申請者(り災者)の住所 
□ 避難先その他の住所 
（　　　　　　　　　　　　　                     ）
□希望しません （対面で受け取りを希望します。）
※郵送による交付を確約するものではありませんので、御留意ください。 

	※自己判定方式とは 
・災害により受けた住宅の被害が軽微な場合（瓦の一部がずれた、壁の一部がはがれた、ひび割れが入った
等）に限り、現地調査を行わず、判定結果を「準半壊に至らない（＝一部損壊）」（家屋全体の損害割合
10％未満）とする判定方法です。
・現地調査による判定に比べて短期間でり災証明書の交付が可能です。 
・自己判定方式を希望される場合は、以下の注意点を必ずご確認下さい。 
※自己判定方式の注意点 
・被災された方（り災証明書を必要とする方）が、現地調査を行わずに、被害判定を『一部損壊』としてり
災証明書を交付することに同意している必要があります。 
・自己判定方式を希望（同意）すると、被害が軽微で明らかに半壊に至らないことを承知されていると判断
いたします。 
・状況確認及び現地調査省略のため、被害状況が分かる写真を必ず添付してください。 
・自己判定方式を希望した場合でも、写真では被害状況が判断できない場合や、重大な被害が確認された場
合など、現地調査が必要となる場合があります。 

	市記載欄（以下は記入しないでください。）
１ 建物被害認定調査 
（１）識別番号 （               ） 
（２）物件番号 （               ） 
[bookmark: _GoBack]２ 調査確認欄 
受付番号 （     　　 　      ） 
３ 備考 


様式第２号（第５条関係）
委任状

（代理人）住所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
生年月日

上記の者を代理人と定め、下記の事項を委任します。

記

□　り災証明書の交付の申請を行う権限
□　り災証明書又はり災（被災）証明書交付申請証明書の交付を受ける（受領する）権限
□　り災証明書に係る再調査を申請する権限
□　再調査の結果、修正されたり災証明書の交付を受ける（受領する）権限

年　　月　　日
（委任者）住所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞
生年月日
電話番号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
注意事項
１　この委任状は、必ず委任者（本人）が直筆で記載してください。
２　法人の場合は、代表者印を押印してください。
３　委任する権限事項につき、□にチェックを記載してください。
